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2010 年秋から筆者の活動の中心を東京に移した。ケンブリッジの研究者との関係を維持しつつも、米中両国、東南アジア、そして欧州の研究者との関係を強化し、
グローバルな視点から読者諸兄姉と共に日本の将来を考えてみたい。従ってタイトルも Tokyo-Cambridge Gazette に変更する。 
  
『東京=ケンブリッジ・ガゼット: グローバル戦略編』 

第 210 号 (2026 年 10 月) 
キヤノングローバル戦略研究所 研究主幹 栗原 潤 

小誌は大量の資料を網羅的かつ詳細に報告するものではない—筆者が接した情報

や文献を①マクロ経済、②資源・エネルギー、環境、③外交・安全保障の分野に

関し整理したものである。紙面や時間の制約に加えて筆者の限られた能力という

問題は有るが、小誌が少しでも役立つことを心から願っている。 

彼れを知りて己れを知れば、百戦して殆 (あや)うからず。 
彼れを知らずしよて己れを知れば、一勝一負す。 
彼れを知らず己れを知らざれば、戦う毎に必ず殆うし。    (孫子) 

Know the enemy and know yourself; In a hundred battles you will never be in peril. 
When you are ignorant of the enemy but know yourself; Your chances of winning or losing are equal. 
If ignorant both of your enemy and of yourself; You are certain in every battle to be in peril.  (Sunzi/Sun Tzu)  
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1. Tokyo-Cambridge Gazette: グローバル戦略編第 210 号 

AI・Robotics 等の先端技術が、競争政策や国際政治と複雑に絡み合ってきた。  
先月も引き続き内外の友人達と共にAI に関する様々な見解の評価をおこなった。即ち①“規制の虜(regulatory capture)”、②米中間の対立、

そして③Anthropic のダリオ・アモデイ氏が示した AI の危険性(“We Must Pace the Frontier”)、以上 3 点だ。  
AI は開発・適用分野・活用方法に関してまさしく日進月歩で進化している。第 2 次 AI ブームの時、筆者は expert system を友人・知人

と共に作成した。当時の正直な感想は「AI とはこんなものか」だった。だが、2008 年頃から Harvard 大学の知人・友人が AI を語り始め、
素人の筆者にとっても 2016 年の“AlphaGo 対 Lee Sedol(이세돌)”は衝撃的なニュースだった。それ以降、AI の開発・適用分野や活用方法
に関して毎日のように新たな情報が筆者の許に届いてくる。誰にとってもAI の進歩の速度・方向性を予測する事が難しい。こうした中、
アモディ氏の小論が、周知の如く専門家から政治家、更にはあたかも AI を熟知したかのような人を巻き込んで議論している状態である。
これに関して小誌の後半でもう少し詳しく解説する。 

 

欧州の政治経済に暗雲が漂い出した—過激派が優勢の独仏両国、対露警戒感の高まり。 
9 月 24 日に公表された複数のドイツ主要経済研究所による合同短期予測(Gemeinschaftsdiagnose (GD))を読んでいる。表題は「構造問題を

抱えたままの景気回復—逸脱した財政政策(Aufschwung mit Strukturproblemen – Finanzpolitik auf Abwegen)」だ。この短期予測は、年 2 回、春と秋
に公表される。春の予測より上方修正されたが、その回復力は、過去の回復期間に比して、“異常なほど弱い(ungewöhnlich schwach)”らしい。  
こうした中、先月、2 つの旧東独圏連邦州—ザクセン=アンハルト、メクレンブルク=フォアポンメルン—の議会選挙では、極右政党(AfD)が

快勝した。また首都(特別市)ベルリンでは前回の選挙(2023 年)で優勢だったCDU と SPD が大敗し、左翼党(Die Linke)と極右の AfD が躍進
した。選挙翌日(9 月 21 日)の独Frankfurter Allgemeine Zeitung(FAZ)紙は、「Berlin 選挙: 過激派支配の都市へ(Wahl in Berlin: Hauptstadt der Extreme)」
と題する記事を掲載した。同紙は同日の別の記事でCDUのメルツ首相の姿勢を「大惨事にも拘わらず改革に突進(Merz will trotz des ‚Desasters‘ an 
Reformen festhalten)」と評している。また 8 月 31 日の同紙は、特別文化芸術行事(Die Berliner Thementage)で、アンゲラ・メルケル元首相が
「朝から晩まで我々の全ての話題(alle unsere Gespräche von morgens bis abends zu bestimmen)」を、AfD が占めている事に疑念を呈したと報じた
(PDF 版の 2 参照)。メルケル元首相は東独出身だが elite だ。東独圏に住む一般市民が感じる生活不安を理解出来ないかもしれない。  

Berlin の友人達はCDU と SPD、そしてmass media を批判し、同時にドイツの民主主義制度の強靭性にまだ希望を持っていると語った。
筆者のドイツの友人達も、殆どが旧西独圏出身の elite であるため、彼等の情報もやはり偏っていて、旧東独圏の一般市民の不安・不満を
理解出来ないのだろう。そして筆者は「昔も今も、ドイツの elite は人々の苦労が理解出来ないかも? 聡明なアデナウアー元首相でさえ、ケルン
市長時代、1933 年 1 月、大衆を煽動して権力を掌握した直後のヒトラーのケルン訪問を軽視したために、直ちに市長を罷免されたよね」と語った。
続けて筆者は、FAZ 紙の 9 月 14 日付記事に触れ、「親露派の AfD が政権を握れば、NATO は分裂するかも?」と、彼等に語りかけた(「秘密の
防衛計画が露側に漏れるという恐怖(„Die Angst, dass geheime Verteidigungspläne in russische Hände kommen“)」、PDF 版 2 参照)。 
こうした中、10 月 1 日、ミュンスターで開催された式典で、メルツ首相が言葉に力を込めて語った言葉は印象的だ。 

「ドイツ国内の分裂を許しません。ロシアのハイブリッド攻撃、モスクワの bots がコントロールする social media によるアジテーション、
そしてAfD のスローガンと親露派から守ります(»nicht spalten lassen – nicht durch hybride Angriffe, nicht durch von Moskauer Bots gesteuerte Hetze 
in den sozialen Medien und nicht durch die Parolen der AfD und ihrer russischen Hintermänner«)」。 

そして今、友人達とドレスデン工科大学ハンナ・アーレント研究所(HAIT)のウーヴェ・バケス教授が 4 月に発表した旧東独圏の現況を
分析した本(Die AfD im Osten: Analysen anlässlich der Wahlen 2024/25)等を巡って議論している。  
ドイツ政治以上に不安を感じているのはフランス政治だ。仏国経済は独経済以上に深刻だからだ。フランス国立統計経済研究所(INSEE)

が9月10日に公表した経済短期予測資料(«Vigilance orange sur croissance: Note de conjoncture»)やOECDが23日に公表した短期予測に依れば、
仏国経済は、好調のスペインはおろか不調の独経済にも及ばず、特に民間消費支出と国内投資が脆弱だ(PDF 版の図 1、2 参照)。 
こうした状況では、ルペン氏の勢いが増すだけだ、と友人達と話し合っている。 
 

米中大国間競争における政治的駆け引きにも、目が離せない。  
9 月の米中首脳会談についても、内外の友人達と議論した。米Wall Street Journal 紙は 24 日、“Trump Welcomes Xi to White House with Pageantry 

but Few Concrete Gains(特朗普在白宫盛情接待习近平, 但实质成果寥寥; WSJ日本語版: 成果乏しい米中会談、トランプ氏が盛大に歓待でも)”と報じ、
英BBC の podcast(“World Business Service”)は、25 日に“Much Ceremony Little Substance between Xi and Trump”と報じた。会談後。こうした見解
が出現する事は予想されていた。筆者は 5 月の北京での首脳会談と同様、「具体的成果物は限定的(concrete deliverables are limited)」と語り、
UC San Diego の中国専門家であるスーザン・シャーク教授の言葉を引用した。即ち前回の首脳会談直前の 5 月 11 日、Washington Post 紙
は、習近平主席が権力を保持し、共産党幹部を満足させ、国民からの支持を得るためには、実質は別としても形式的な会談成功は極めて
重要な事だと教授が語った事を報じている(“Confident in China’s Power, Xi Is Ready to Host an Unpredictable Trump”)。  
今回の会談直前には友人達が各種メディアで自らの見解を述べていた。幣研究所(CIGS)で 2014 年 2 月に講演したデンマークの専門家

リズロテ・オドガード氏は、9 月 18 日、日本を含む第三国の視点から観た米中会談に関する小論をForeign Policy 誌に載せた(“US Allies Will 
Be Watching Xi Jinping’s Washington Visit Closely”、PDF 版 2 参照)。彼女は米中が①威圧(coercion)と軍事的冒険主義(military adventurism)に関して
誤断を回避するための相互理解、②同盟国に示す具体的内容、③同盟関係の関係強化、以上 3 点を実現出来るか否かという点に注目する。
彼女とは 11 月に直接面談の予定である。また、23 日の『日本経済新聞』紙は、米国 think tank (PIIE)のアダム・ポーゼン所長や南京大学の
張雲教授の interview 記事を掲載した。今月、来日する張雲教授との昼食面談を楽しみにしている。 
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歴史一般のモットーは、「同じ事、だが別のやり方で

(Eadem, sed aliter)」とすべきであろう。ヘロドトスを読めば、

哲学的観点からは、既に歴史を十分に学んだことになる。 
                  (アルトゥール・ショーペンハウアー)

The motto of history in general should run: Eadem, sed aliter. If one has read Herodotus, then in a philosophical regard one has 
already studied history enough. 

[Die Devise der Geschichte überhaupt müßte lauten: Eadem, sed aliter. Hat Einer den Herodot gelesen, so hat er, in 
philosophischer Absicht, schon genug Geschichte studirt.]                                       (Arthur Schopenhauer)  
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上述の米中大国間競争も絡んで、AI の開発に関して様々な議論がなされている。 
9 月 24 日のホワイトハウスでの晩餐会には、米中首脳に加え、AI 関連大企業のトップ—例えばイーロン・マスク、ジェンスン・ファン、

マーク・ザッカーバーグ、サム・アルトマン—が参加したが、Anthropic のダリオ・アモデイ氏は現れなかった。彼の欠席が話題となった事
で、小誌の冒頭で示したアモディ氏の小論の影響の大きさを計り知る事が出来よう。AI を巡る問題・課題は、実に複雑に絡み合っている。
①AI の規制という政策的課題、②AI の開発競争という国家間・企業間の協調・対立問題、そして③AI の危険性という技術的問題という
形に三分して、簡単に述べてみたい。 
①の“規制の虜(regulatory capture)”は、小誌前号でも触れた通り、我々の想像を遥かに超えた適用範囲と開発速度で AI が進歩している事

に起因している。従って AI 開発企業の関与は不可避と考えている。②の協調・対立問題は、技術的な覇権を狙い、相互不信を抱えながら
実施している米中の競争が原因だ。ベッセント財務長官は、AI に関する米国の優位性を保持したままで、米中の“2 つのシステムの分岐を
避ける(avoiding bifurcation of our two systems)”と語ったが、中国が彼の考えに唯々諾々と従う事は考えづらい(これに関し PDF 版 2 に示した
Bloomberg 誌の“Five Ways the US and China Clash over AI”や The Economist 誌の“Deep Mutual Distrust Will Scupper US-China Co-operation on AI”を参照)。 
③AI の技術的危険性に関して素人の筆者は、様々な専門家の意見を聞くだけである。だが、AI の“再帰的自己改善(recursive self-improvement 

(RSI))”というプロセスに魅力を感じている。筆者は友人達に「AI の RSI は恐ろしい現象だが、人間の RSI は大歓迎だよ。即ち他人に頼らず、
自ら顧みて自己改善出来る事は大変素晴らしい」と語った。そして、我々は人間や自由主義に対するAI の持つ危険性に関心があるが、中国
は共産党の独裁体制に対する危険性に関心があり、この考え方の“違い”が、①②で触れた問題と複雑に絡んでくると思っている。 

AI に関しノーベル賞を受賞したジェフリー・ヒントン博士は、9 月 16 日、米国連邦議員に対する非公開ブリーフィングの後、記者達
の前で“AI has now reached the point where AI is designing better AI”と語った。このAI の危険性に対し、我々人間自らが政治経済社会制度の再編
する時期を迎えているのだ—それも国籍・人種・宗教・専門分野にかかわらず、全ての人間が考えなくてはならない課題である。 

 

国際間での技術開発競争の激化が誘因となり、愚かで誤った恐怖心と猜疑心が生まれる危険性が生じた。  
技術開発競争に関して、9 月 22 日、Foreign Affairs 誌が、AI と核を巡って歴史的類比(historical analogy)をする事の誤りを指摘した小論を

公表した(“The Trouble with the Nuclear-AI Analogy”)。確かに、歴史的類比を安易に行うと、確証バイアス(confirmation bias)や極端な単純化
(oversimplification)に陥りやすく、我々の判断に誤りをもたらす。だが、現在の過熱した AI 開発競争の状況下では、冷静な判断を下す事が
非常に難しい。こうした中、ダリオ・アモデイ氏は、自らがマンハッタン計画でレオ・シラードが果たした役割と同等の事をしていると
感じ、サム・アルトマン氏は、AI の規制に関して核の管理に携わる国際原子力機関(IAEA)に相当する機関の創設を唱えている。  
これに関して友人達と議論した時、筆者は第二次大戦中の原子爆弾の開発時に、米国が抱いた恐怖心と猜疑心に関する歴史の一側面を

語った。なかでも、MIT の副学長で、原子爆弾の開発を主導したヴァニーヴァー・ブッシュ博士が告白した対独恐怖心は印象的だ:  
「ナチスは原爆を望んでおり、それを我々は知っていた。… 緊張が続いた 1945 年までの間、ナチスは我々と肩を並べて競争していると

思っていたし、我々より半年程先行しているとさえ思っていた。シュツットガルトが陥落した後になって、アルゾス調査団が入った結果、
真相が分かったのだ(The Nazis wanted an atomic bomb; we knew that. . . . in the tense years up to 1945 we thought that they were close competitors, even 
that they might be six months ahead of us. The after Stuttgart fell and the Alsos mission did its work, we found out)」。 

また米独原爆開発競争における猜疑心から、ドイツへの原爆投下を諦め、ドイツの主導的科学者であるヴェルナー・ハイゼンベルクを
暗殺しようとした計画も、記録に残っている。1943 年 5 月 5 日、マンハッタン計画の軍事政策委員会は、ドイツではなく、日本に対する
原爆投下を決定した。何故なら、ドイツに投下すれば原子爆弾の技術が敵側に漏れてしまうと恐れたからだ。また米戦略情報局(OSS)は、
1944 年 12 月、ハイゼンベルクが中立国スイスのチューリッヒ工科大学(ETH Zürich)の招待を受けて講演する事を察知し、スパイを送り、
暗殺を計画した。だが、ドイツの原爆開発が遅れていると悟ったスパイ(Moe Berg)は、無意味になる暗殺を取り止めた。この史実を友人達
に語った後、筆者は「暗殺を中止したBerg やキューバ危機の時に核魚雷発射を止めたソ連潜水艦(B-59)の副艦長(Arkhipov/Архи́пов)のような冷静
に判断出来る人がAI 分野でも必要だ。何事にもHuman-in-the-Loop(HITL)が重要なのだ」と告げた次第だ。 

 

CIGS 主催による 9 月の公開セミナー: 「フィジカル AI と日本の戦略」の紹介。 
9 月 16 日午後、幣研究所(CIGS)は、AI とロボットに関する専門家を招き公開セミナーを開催した。科学技術振興機構(JST)の茂木強氏

に「フィジカルAI の潮目(Sea Change)と日本の目指すべき方向性」を、ファナックロボット機構研究開発本部の森岡昌宏氏に「フィジカルAI: 
ロボット業界の対応」をお話して頂いた。続いてパネル討論会「フィジカルAI とその社会的課題」を早稲田大学次世代ロボット研究機構の
淺間一先生に司会をして頂き、大同大学の吹田和嗣教授、日本ロボット学会(RSJ)会長で川﨑重工業の久保田哲也氏、産業技術総合研究所
(AIST)の山野辺夏樹氏、東京大学の江間有沙准教授、計 5 名のパネリストで、協調安全、9 月の日本ロボット学会、産官学の国際化・人材
育成、倫理問題について議論して頂いた。近日中に概要がCIGS の website で観れる事が出来る。ご関心のある方は参照して頂きたい。 

 

不確実性が高まる国際環境の下、中露の動きにも注意を払わなくてはならない。  
約 2 ヵ月前の 8 月 18 日、米国メディア(CNN)が伝えたロシアの報道に驚いた(“Top Russian Economist Replaced after Warning of Economic Costs 

of Ukraine War”)。戦争で疲弊しているはずの露経済だが、筆者の情報収集能力では断片的情報しか得られず、正確な判断は不可能だ。だが、
ロシアの優れた経済専門家が、如何なる発言で要職を追われたのかが気になり、彼の発言をまとめた資料を辞書と相談しつつ読んでみた
(Никитский клуб: Цикл публичных дискуссий: «Россия в глобальном контексте»)。資料はモスクワで開かれた討論会(Никитский клуб/Nikitsky Club)
の記録で、5 月 21 日に公表された『世界情勢下のロシア(«Россия в глобальном контексте»/“Russia in a Global Context”)』第 145 号である。討論会
の演題は「露経済と地政学的課題(Экономика России и геополитические вызовы/ Russia’s Economy and Geopolitical Challenges)」。追放された専門家
は、経済開発貿易省副大臣を務めた国営開発銀行(ВЭБ.РФ/VEB.RF)の主席エコノミストのアンドレイ・クレパチ氏だ。 
彼は連邦中央銀行(ЦБ/CB)の政策を非難し、ロシア経済の現況を次のように語った: 

「グローバル競争下、ロシアは技術面・経済面で敗北しつつある。更には…中国と米国に負けているだけでなく、幾つかの点で
ウクライナにすら負けている。それが、私個人としても、どんなに不愉快な事であっても真実だ(Мы проигрываем и технологическую, 
и экономическую конкуренцию в мире. Причём, . . . мы её проигрываем не только китаю и сШа, мы в чём-то её проигры- ваем Украине, 
как бы это ни неприятно было и мне самому)」。 
「従って今の消耗戦で勝ち目はない。我々は敵の崩壊を想定しているが、未だ崩壊していない。他方、我々の代償は増大しつつある。… 

我々の経済は持ちこたえられても、社会的危機は起こり得る。そしてその時期は誰も予測出来ない。だが、警告しておく。誰も(ロシア帝政
を崩壊させた 1917 年の)二月革命を事前に予測していなかった、と(Поэтому мы в этой в войне на истощение не выиграем конкуренцию. У нас 
есть иллюзия, что там всё рухнет. Не рухнуло и не рухнет. У нас нара- стают издержки. . . . По моему мнению, экономика выдержит, но может 
возникнуть социаль- ный кризис, причём тогда, когда его никто особо не ожидает. Но никто не ожи- дал, я напомню, и Февральскую революцию)」。 

母国ロシアを愛するが故にクレパチ氏は率直に語ったが、それに対して露政府の首脳は怒髪天を衝く形相になったに違いない。  
この資料を読み、或る記事を思い出した(“How Aesop’s Fables Fostered a Secret Language of Protest in Russia,” The Economist, Mar. 14, 2024)。即ち

政権批判は“教養溢れる暗喩(Aesopian language)”で巧みに表現すべきなのだ。クレパチ氏は率直に語り過ぎたために、自ら不幸を招いたのだ。
こうした事はロシアに限らず中国でも起こり得る。筆者は 10 月 1 日に施行された改正国防動員法を読んで(特に情報交換を禁止した第 11 条
の“不得泄露或者向他人非法提供”の部分)、軍民両用技術(DUT)に関し、中国の友人達とは注意して話し合わなくてはと思った次第だ。 
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連中が束にかかって私をからかっても無駄。私が彼等の風刺や警句を気にするとでもお考えか? 
とんでもない。心を揺さぶる心理戦でやり込められるぐらいの人間ならば、洒落た服を着る身分に

はなれない。… 所詮人の心は理性を失い移ろいやすい。気にする事はない、それが私の結論。 
                                                                      (シェイクスピア) 

A college of wit-crackers cannot flout me out of my humor. Dost thou think I care for 
a satire or an epigram? No. If a man will be beaten with brains, he shall wear nothing 
handsome about him. . . . For man is a giddy thing, and this is my conclusion. 

                                                 (William Shakespeare)  
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2. 情報概観  紙面の制約上、原則、参考になると筆者が判断した最新情報のみを掲載し解説や関連資料は一切省略。 
 
マクロ経済: Macroeconomics—Books, Papers, and Articles 
Bloomberg (Tom Keene), 2026, “Harvard’s Rogoff Says US Needs ‘Shock’ to Trigger Action on Debt,” August 29. 
Chorzempa, Martin, 2026, “Has the Chinese Yuan's Rise in Global Usage Hit a Wall?” Washington, D.C.: Peterson Institute for International Economics 

(PIIE), September 2. 
CNBC, 2026, “Harvard's Ken Rogoff on Growing U.S. Deficit: We Will Have Some Kind of Debt Crisis,” August 29. 
Die Zeit (Kolja Rudzio), 2026, „Kenneth Rogoff: »Wir sehen Anzeichen einer gewissen Panik in der Trump-Regierung«“, August 22. 
Druckenmiller, Stanley F., 2026, “Let the Bond Market Speak: Rising Interest rates Are a Signal of Trouble Ahead. Artificially Suppressing It Heightens 

the Danger,” Wall Street Journal, August 24. 
Economist, 2026, “Goodhart’s Law with Chinese Characteristics: However You Measure It, China’s Job Market Is Weak: Some Workers Are Going 

Back to the Farm,” August 20. 
Economist, 2026, “China’s $54bn Capital Boost for Banks Falls Far Short: Old Problems Bedevil Balance-Sheets and Hold Back Lending,” September 8. 
Economist, 2026, “Takaichi Sanae's Big-Spending Plans Are Unnerving Markets: She Is Putting the State at the Centre of Japan’s Economy,” September 9. 
Eberstadt, Nicholas, 2026, “Can a Depopulating America Still Flourish?” Washington Post, September 7. 
Financial Times (Soumaya Keynes), 2026, “Are Economists Making Themselves Too Useful in the AI Boom? The Rush to Collaborate with These 

Tech Companies Comes with Risks,” August 27. 
Financial Times (Demetri Sevastopulo and Aime Williams), 2026, “China Derails Consensus on Communiqué after US-hosted G20,” September 2. 
Financial Times (Leo Lewis et al.), 2026, “Japan’s Borrowing Costs Hit 30-year High: What Does It Mean for Global Markets?” September 2. 
Financial Times (Leo Lewis and David Keohane), 2026, “Bank of Japan Must Raise Rates Further, Board Member Says,” September 10. 
Financial Times (William Sandlund), 2026, “US-China Borrowing Costs Diverge to Widest Level Ever,” September 10. 
Financial Times (John Burn-Murdoch), 2026, “Unpacking the Real Fiscal Costs of Immigration,” September 19. 
Financial Times, 2026, “Saudi Arabia Quits China-led Cross-Border Currency Platform,” September 20. 
Financial Times (Anne-Sylvaine Chassany et al.), 2026, “Kremlin-backed Forgery Scheme Moved $6.9bn through Global Banks,” September 22. 
Financial Times (Peter Foster), 2026, “UK and Germany among Economies Most Exposed to China,” September 24. 
Froman, Michael B.G., 2026, “The Next Global Economic Crisis Could Be Made in China: How Overcapacity Ends,” Foreign Affairs, Vol. 105, No. 

5 (September/October), pp. 84-96. 
Liu, Zongyuan Zoe (刘宗媛), 2026, “China’s Economic Grand Strategy: Mission-Driven Finance and Tech Self-Reliance,” China Leadership Monitor, 

Stanford, CA: Hoover Institution, September 1. 
Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), 2026, “OECD Economic Outlook, Interim Report: Weathering Successive 

Shocks,” Paris, September 23. 
Paulson, Henry M., Jr. and Robert E. Rubin, 2026, “We Managed Financial Crises. AI Is a Risk of a Different Kind,” Washington Post, September 3. 
Tooze, Adam, 2026, “‘Chimerica’ Is Now a Chimera — and Global Stability Is the Victim,” Financial Times, September 7. 
United States Government, Department of Commerce, Census Bureau, 2026, “An Aging World: 2025,” Suitland, MD, August 31. 
Wall Street Journal (Sam Goldfarb and Matt Grossman), 2026, “U.S. Debt Just Topped $40 Trillion: How We Got Here,” August 19. 
Wall Street Journal (Greg Ip), 2026, “The Treasury Market’s Coveted Status as a Safe Haven Is Fading,” August 20. 
Wall Street Journal (Sam Goldfarb), 2026, “The Wild Week When Scott Bessent Was Schooled by the Bond Market,” August 21. 
Wall Street Journal (Paul A. Gigot), 2026, “Much Ado about Artificial Intelligence: Stanley Druckenmiller’s Op-ed Shook Up the Bond Market, then 

Drove the Press Corps to Distraction,” August 26. 
Wall Street Journal (Jason Douglas), 2026, “How the AI Investment Craze Is Keeping the Global Economy Afloat [AI 投资热潮如何撑起全球经

济],” August 27. 
Wall Street Journal (Editorial), 2026, “Kevin Warsh: the Hawk at Jackson Hole: How Much Clearer Can the Fed Chairman Be about Taming Inflation?” 

August 28. 
Wall Street Journal (Gret Ip), 2026, “Why the World Needs to Force China’s Yuan to Revalue,” August 28. 
Wall Street Journal (Jon Emont), 2026, “U.S. Says It’s Fed Up with China’s Overcapacity—and More Countries Agree [美国称对中国产能过剩忍

无可忍, G20 声明展现多国共识], September 2. 
Wall Street Journal (Nick Timiraos), 2026, “Fed Delivers First Rate Hike in Years with Unanimous Vote: Most Officials Penciled In One More Increase 

This Year,” September 15. 
Wright, Logan (罗根·赖特), 2026, Broken China: How the Economic Miracle Shattered and What it Means for the World, Cambridge, UK: Polity, 

September.  

 
マクロ経済: Macroeconomics—Conferences, Workshops and Seminars 
September 17: (an online event, Brussels) Bruegel: “The Sound of Economics Live: The State of the European Union 2026.” 
September 24: (an online event, Washington, D.C.) Peterson Institute for International Economics (PIIE), 2026, “Grappling with US Fiscal Deficits and 

Debt: Understanding the Implications at Home and Abroad.” 
September 24~25: (Washington, D.C.) Brookings Institution: “BPEA Fall 2026 Conference.” 

 
資源・エネルギー、環境: Resources, Energy, and Environment—Books, Papers, and Articles 
Financial Times (Richard Milne), 2026, “‘Drill, Baby, Drill’ Rings Out in Norway,” August 27. 
Fox Business (Brittany Miller), 2026, “Trump Order Could Force US Utilities to Replace Foreign Power Equipment: Utilities Could Face New Costs 

as White House Moves to Secure the Power Grid,” August 26. 
IEEE Spectrum (Glenn Zorpette), 2026, “China’s Grip on Erbium and Yttrium Could Choke Data-Center Growth: Vital Supply Chains Rest on a 

Couple of Really Rare Rare Earths,” August 26. 
IEEE Spectrum (Lucas Laursen), 2026, “Spain Slows Nuclear Phaseout amidst Energy Turbulence: A Significant Policy Reversal Buys Time for 

Battery Buildup,” August 29. 
Liánhé Bào/Lianhe Bao («聯合報») (廖士鋒), 2026, “Dàlù Guānfāng Bàogào: Xītǔ, Jiā, Zhě, Wū děng 14-zhǒng Kuàngchǎn Chúliàng Jū Shìjiè Dì-

yī [Official report from mainland China: Reserves of 14 types of minerals—including rare earths, gallium, germanium, and tungsten—rank first 
in the world/大陸官方報告: 稀土、鎵、鍺、鎢等 14 種礦產儲量居世界第一],” September 11. 

New York Times (Brad Plumer), 2026, “The Iran War Is Pushing Global Coal Use to Record Highs,” September 10. 
Rodríguez, Hèctor Badenes et al., 2026, “European Clean Tech Atlas,” Brussels: Bruegel, September 2. 
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殆ど全ての兵は橋の向こうへ渡り終え、脱帽

し、十字を切った。だが、彼等の感情の陰には、

重苦しく、しがみつくような重い哀愁、すなわち

悔悟、地軸、憎悪に似た感情があった。北側から

殆ど全ての兵は、放棄されたセヴァストポリを

見返しつつ、名状し難い心の痛みに溜息を吐き、

敵に対して威嚇したのだ。      (トルストイ) 

On stepping upon the further end of the bridge, nearly every soldier pulled off his cap and crossed himself. But behind this instinct there was 
another, oppressive and far deeper, existing along with it; this was a feeling which resembled repentance, shame, and hatred. Almost every soldier, 
as he gazed on abandoned Sevastopol, from the northern shore, sighed with inexpressible bitterness of heart, and menaced the foe.  

[Выходя на ту сторону моста, почти каждый солдат снимал шапку и крестился. Но за этим чувством было другое, тяжелое, сосущее
и более глубокое чувство: это было чувство, как будто похожее на раскаяние, стыд и злобу. Почти каждый солдат, взглянув с Северной
стороны на оставленный Севастополь, с невыразимою горечью в сердце вздыхал и грозился врагам.]   

                                                                     (Lev Nikolayevich Tolstoy/Лев Николаевич Толстой)  
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United States Government, Department of the Interior, United States Geological Survey (USGS), 2026, “2026 Nepal Debris Avalanche and Flash 
Flood,” Reston, VA, August 27. 

Wall Street Journal (Rebecca Feng and Brian Spegele), 2026, “How Xi Jinping Turned Oil from a Weakness into a Geopolitical Weapon [习近平如
何把石油从中国的软肋变为地缘政治武器],” August 28. 

Washington Post (Evan Halper), 2026, “$900 million from a Canceled Wind Deal Will Benefit a Trump Donor: Government Settlement Money Is 
Going to a Trump Neighbor’s Private Equity Fund,” August 27. 

 

資源・エネルギー、環境: Resources, Energy, and Environment—Conferences, Workshops and Seminars 
September 3: (an online event, Washington, D.C.) Resources for the Future (RFF): “Economic and Financial Impacts of Climate Change: An Overview.” 

 
外交・安全保障: Diplomacy and National Security—Books, Papers, and, Articles 
Associated Press (AP) (Emma Burrows and Ben Finley), 2026, “Exclusive: US Patriot Missile Stocks in Europe Are ‘Beyond Critical’ due to Iran War, 

Officials Say,” August 27. 
Associated Press (AP), 2026, “Russia to Close German Cultural Centers after Berlin Blames Moscow for Airport Drone Plot,” September 3. 
Associated Press (AP) (Jocelyn Noveck), 2026, “MS NOW, CNN and Politico Say Their Journalists Were Denied Access to White House after Trump 

Ban,” September 20. 
Australian Broadcasting Corporation (ABC) (Annabel Bowles), 2026, “Ukraine's First Drone Parade Shows Its 'Military Transformation' and Glimpse 

of Modern Warfare,” August 25.  
Batmanghelid, Esfandyar, 2026, “Why America Can’t Strangle Iran: The Sources of Tehran’s Economic Resilience,” Foreign Affairs, September 8. 
Beck, Doug, 2026, “America’s Missing Military Revolution: Why Washington Still Risks Losing the Tech Race,” Foreign Affairs, Vol. 105, No. 5 

(September/October), pp. 154-169. 
Berliner Zeitung (Alexander Schmalz), 2026, „Putin warnt Europa: ‚Das bedeutet Krieg mit Russland‘“, September 12. 
Bessent, Scott, 2026, “An Economic D-Day Is Coming for Iran: Countries That Calculate Appeasement of the Regime to Be a Safer Choice Should 

Reconsider,” Financial Times, August 24. 
Bloomberg, 2026, “China Removes Microsoft Windows at State Users Ahead of Plan,” August 18. 
Bloomberg (Andreas Kluth), 2026, “America’s Pivot to Asia Takes a U-Turn,” August 19. 
Bloomberg (Volodymyr Verbianyi et al.), 2026, “Stay, Leave or Fight: The Choices Reshaping Ukraine,” August 21. 
Bloomberg, 2026, “Xi Signals Defiance as US Threatens Sanctions over Iran Help,” August 25.  
Bloomberg (Kari Soo Lindberg and Mackenzie Hawkins), 2026, “US Probes Singapore Firm over Alleged Nvidia Chip Smuggling,” August 27. 
Bloomberg, 2026, “US Says China-Linked Hackers Targeted NASA, Fed and Senate,” August 27. 
Bloomberg (Skylar Woodhouse), 2026, “Trump Plans State Dinner for Xi during China Leader’s US Trip,” September 5. 
Bloomberg (Nectar Gan and Gabriella Borter), 2026, “Bessent Warns ‘Nothing Else Would Matter’ If China Wins AI Race,” September 9. 
Bloomberg (Alastair Gale), 2026, “Japan Eyes Defense Spending at 3.5% of GDP after US Pressure,” September 15. 
Bloomberg (Anthony Capaccio), 2026, “China Is Holding Sensitive F-35 Parts Diverted to Hong Kong,” September 24. 
Bloomberg (Saritha Rai), 2026, “Five Ways the US and China Clash over AI,” September 29. 
Bossong, Raphael et al., 2026, „Rückkehrzentren in der europäischen Migrationspolitik (Return Hubs in European Migration Policy, Comment 2026/C 

36)“, Aktuell 2026/A 4, Berlin: Stiftung Wissenschaft und Politik (SWP), September 4. 
Brands, Hal, 2026, “The Test of US-China Ties Is in the Western Pacific, Not Washington,” Bloomberg, August 17. 
Breaking Defense (Ashley Roque), 2026, “Trump Scales Back Military Exercise with S Korea, Calling It ‘Costly’ and ‘Hostile’ to the North,” August 17. 
Breaking Defense (Sydney J. Freedberg Jr.), 2026, “New White House Strategy Clarifies Military Tech Priorities: Undersea, Outer Space and AI,” 

August 20. 
Breaking Defense (Tim Martin), 2026, “Finland and Sweden Team Up to Boost Counter-Drone Defenses,” August 28. 
Breaking Defense (Mark Pomerleau), 2026, “With AI Hackers in Mind, Air Forces Cyber Develops Defensive ‘Campaign Plan,’” August 28. 
Breaking Defense (Mike Yeo), 2026, “How Japan, South Korea Are Building Up Naval Capabilities for China Threat,” September 10. 
British Broadcasting Corporation (BBC) (Henry Moore), 2026, “Netherlands Moves Billions in Gold to London in 'Crisis Preparedness' Nove,” 

September 2. 
British Broadcasting Corporation (BBC) (Jaroslav LukivandAmy Walker), 2026, “Russia Hits Ukrainian Train Shortly after Boris Johnson and Top 

European Officials Leave Station,” September 14. 
Cable News Network (CNN) (Anna Chernova and Issy Ronald), 2026, “Top Russian Economist Replaced after Warning of Economic Costs of Ukraine 

War,” August 18. 
Cable News Network (CNN) (Stephen Collinson), 2026, “Trump Targets a Great Lake and a Great American in His Latest Quest for Power,” August 27. 
Cable News Network (CNN) (Katie Bo Lillis and Zachary Cohen), 2026, “US Military Had Close Call after Using AI for False Intelligence Report, 

Sources Say,” September 19. 
Campbell, Kurt M. and Rush Doshi, 2026, “How Alliances Survive: The Case against Pessimism and the Path to a New Allied Order,” Foreign Affairs, 

Vol. 105, No. 5 (September/October), pp. 8-25. 
Center, Seth, 2026, “I Led A.I. Diplomacy for the U.S. The Coming Safety Talks Will Not Save Us. [中国不在乎人工智能安全, 它只想赢],” New 

York Times, September 16. 
Chan, Kyle (陈凯欣), 2026, “China Is Scared of A.l. Just Not the Way We Are [中国担忧的是另一种人工智能风险],” New York Times, September 17. 
CNBC (Anniek Bao), 2026, “China-Philippines Tensions Simmer after Beijing Rebukes Manila over Seoul Clash,” September 10. 
Cris Hedges YouTube Channel, 2026, “The Iran War Is the Biggest Strategic Blunder in US History (w/ John Mearsheimer),” August 30. 
Da, Wei (达巍), 2026, “The Emerging U.S.-China Détente: A Confident Beijing and a Pragmatic Washington Can Get Along,” Foreign Affairs, 

September 9. 
Defense News (Gordon Arthur), 2026, “Japanese Global Hawk Drone Splashes Down in Crash,” September 17. 
Defense News (Linus Höller), 2026, “CIA warned Europe of Russian Drone Attack from vessels in the Mediterranean CIA warned Europe of Russian 

drone attack from vessels in the Mediterranean,” September 24. 
Den, Yuwen (邓聿文), 2026, “Are Chinese Firms Handing the United States Data? AI competition may be an unwitting weakness for Beijing,” Foreign 

Policy, September 15. 
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中学(チュウガク)は内学(ナイガク)たり、

西学(セイガク)は外学たり。中学は身心を

治め、西学は世事に応ず。     (張之洞) 

Chinese learning is internal learning, Western learning is external learning; Chinese learning governs the body and mind, Western learning copes with 
worldly affairs. 

[中學為內學, 西學為外學; 中學治身心, 西學應世事。] (Zhāng Zhīdòng/Chang Chih-tung, a Chinese stateman during the late Qing; 張之洞)  
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Der Spiegel (Matthias Gebauer et al.), 2026, „Deshalb tut Moskau die Schließung des Generalkonsulats in Bonn so weh“, September 5. 
Der Spiegel (Fabian Hillebrand), 2026, „So plant Siegmund die Regierungsübernahme“, September 7. 
Deutsche Welle (DW) (Hans Pfeifer), 2026, „Was sich unter einer AfD-Regierung ändern könnte“, September 5. 
Die Zeit, 2026, „AfD in Sachsen-Anhalt: Mehrheit der Deutschen lehnt AfD-Forderungen in Sachsen-Anhalt ab“, August 27. 
Economist, 2026, “How the Anti-AfD Firewall Broke German Politics: A Policy Designed to Keep the Far Right from Office Has Ended Up 

Strengthening It,” August 16. 
Economist, 2026, “An Interview with Yuval Noah Harari,” August 20. 
Economist, 2026, “The Unwelcoming States of America: By Trying to Change Its Demographic Trajectory, Donald Trump Will Make His Country 

Weaker,” August 27. 
Economist, 2026, “Can AI Make Dysfunctional Governments More Effective? Asia Demonstrates the Promise and Perils of AI in the Public Sector,” 

August 27. 
Economist, 2026, “Speech in China Is in the Deep Freeze: A Natural Disaster and a Comedy Mishap Testify to the Party’s Power,” September 7. 
Economist, 2026, “What Should Germany Do about Its Rising Right? A Stunning Success for the AfD in Saxony-Anhalt,” September 8. 
Economist, 2026, “Ukraine Is Racing Desperately to Counter Russia’s Ballistic Missiles: With Europe’s Help, the Country Can Limit the Pounding 

but Not Eliminate It,” September 8. 
Economist, 2026, “World Leaders Are Losing Their Terror of Nuclear War,” September 8. 
Economist, 2026, “Presidential Peril: France’s Centre Has One Question: Who Can Beat Marine Le Pen?” September 14. 
Economist, 2026, “China Would Face a “Hellscape” in a War over Taiwan: New Tech May Give America an Edge,” September 15. 
Economist, 2026, “Making AI Safer Is Not Impossible, but Agreeing to Do So May Be: American Labs and the American Authorities Are at Odds, as 

Are America and China,” September 15. 
Economist, 2026, “Can the AI Arms Race Be Stopped? America Will Struggle to Make the Technology Safe While Staying Ahead of China,” September 17. 

Economist, 2026, “Why Europe’s Populists Forget to Bash China: An Ideal Target Gets a Free Pass from the Demagogues,” September 17. 
Economist, 2026, “Deep Mutual Distrust Will Scupper US-China Co-operation on AI,” September 17. 
Economist, 2026, “Inside an Elite Ukrainian Drone Unit: a Special Report,” September 18. 
Economist, 2026, “Donald Trump Drops Demands to Own Greenland, but the Harm Has Been Done,” September 19. 
Economist, 2026, “Russia’s Grey-Zone Attacks on Europe Are Growing More Brazen: The Europeans Will Have to Start Fighting Back,” September 21. 
Economist, 2026, “What Mao Can Teach China about Managing America: An Insurgent Power Has Fought the Incumbent to a Stalemate, September 21. 
Financial Times (Lauren Fedor and Ian Hodgson), 2026, “Most US Voters Say They Are Worse Off under Trump — FT Poll: Democrats Lead 

Republicans on Economy just Months ahead of Midterm Elections [美国人对特朗普治下的经济日益悲观],” August 16. 
Financial Times (Demetri Sevastopulo), 2026, “Donald Trump’s Cuts to South Korean Military Drills Stir Doubts about US Resolve in Asia,” August 18. 
Financial Times (Editorial), 2026, “Today’s China Could Learn from Jiang and Zhu: History Might Have Been Different Had collegial, Liberalising 

Leadership Continued,” August 21. 
Financial Times (Michael Peel and Ian Bott), 2026, “Greenwich Moon Time? The High-Stakes Race to Set Lunar Clocks,” August 22. 
Financial Times (Ilya Gridneff), 2026, “Mark Carney Says Canada Is Now ‘at War’ with US over Trade: Prime Minister Says Donald Trump 

Miscalculated by Escalating His Tariffs Attack on the Country,” August 23. 
Financial Times (Editorial), 2026, “Trump’s South Korea Snub Raises Questions in the Asia-Pacific: Scaling Back Military Exercises Has Undermined 

Faith in America’s Reliability,” August 23. 
Financial Times (Adrienne Klasa), 2026, “The Little-known French Company Trying to Unseat Palantir in Europe: ChapsVision Pursues Defence and 

Intelligence Contracts across the Region as Governments Look to Reduce Reliance on US Technology,” August 25. 
Financial Times (Ilya Gridneff), 2026, “‘We Got Attacked’: Canadians Unite in Fury against Donald Trump’s Latest Tariff Salvo,” August 27. 
Financial Times (Andrew Jack), 2026, “Harvard Business School Explored European Outpost after Trump’s Visa Threats: University Considered 

Teaching MBA Students outside US after White House Sought to Bar International Students,” August 27. 
Financial Times (William Langley and Charles Clover), 2026, “China Bets on Exports of Cheap 3D-printed Drone Killers: Chinese Companies Rush 

into Sector as Global Conflicts Raise Demand for Interceptors,” August 28. 
Financial Times (Miles Johnson et al.), 2026, “Russia Secretly Helping Iran Develop Supersonic Cruise Missiles,” September 2. 
Financial Times (Anne-Sylvaine Chassany), 2026, “Camaraderie and Nostalgia: How Germany’s Far-Right AfD Is Winning the East,” September 5. 
Financial Times (Richard Milne), 2026, “Iceland Summons US Ambassador over Trump’s Stars and Stripes Map,” September 8. 
Financial Times (Anne-Sylvaine Chassany), 2026, “Merz’s CDU in Crisis after Far-Right Victory in Saxony-Anhalt,” September 8. 
Financial Times (Christopher Miller), 2026, “Drone Almost Struck Zelenskyy’s Plane, Says Ukraine,” September 10. 
Financial Times (Joe Leahy et al.), 2026, “China Tightens Control of Overseas Travel in Sweeping New Law,” September 15. 
Financial Times (Alison Killing et al.), 2026, “The Era of AI Warfare Has Arrived: Autonomous Systems Are Being Rapidly Integrated on the 

Battlefield, as Models Advance in Ways Even Their Creators Cannot Fully Predict,” September 17. 
Financial Times (Andy Bounds), 2026, “EU Alliance to Make Canada ‘Better Partner for the US’, Says Mark Carney,” September 17. 
Financial Times (Alex Rogers and Stephen Morris), 2026, “Trump Announces ‘AI Force’ as Alarm Grows over Technology’s Advance,” September 20. 
Financial Times (Fabrice Deprez), 2026, “Russia’s New Air Campaign Seeks to Destroy Ukrainian Economy,” September 20. 
Financial Times (Henry Foy and Max Seddon), 2026, “Russia Makes Extreme Threats against Nato Countries over Kaliningrad,” September 30. 
Forbes (David Hambling), 2026, “Estonia Deploys Drones and Dragon’s Teeth against Russian Threat,” September 3. 
Foreign Policy (Joseph Rachman), 2026, “Southeast Asia’s Subtle Shift on Taiwan: An Erratic United States and a Rising China Have the Region 

Recalibrating,” September 9. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Reinhard Bingener and Oliver Georgi), 2026, „Magnus Brechtken: ‚Viele Westdeutsche haben mittlerweile 

die Nase voll‘“, August 22. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Christian Geinitz and Johannes Pennekamp), 2026, „Wo Weidel und Chrupalla falsch liegen – und wo nicht“, 

August 24. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Christoph Hein), 2026, „Achse der Autokratie: So greifen China und Russland den Westen gemeinsam an“, 
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The situation of parliamentarism is critical today because the development of modern mass democracy has made argumentative public 
discussion an empty formality.  

[Die Lage des Parlamentarismus ist heute so kritisch, weil die Entwicklung der modernen Massendemokratie die argumentierende 
öffentliche Diskussion zu einer leeren Formalität gemacht hat.]                                                  (Carl Schmitt)  
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自分を愛する人々のみを愛し、また自分を軽蔑する人々を

見境いもなく完全に軽蔑する人々の態度は、或る一つの弱さ

の表現だと見られても仕方がありません。即ち、彼等の愛情と

軽蔑は。空虚な外面に過ぎないと思われるかも知れないから

です。                   (シモーヌ・ド・ボーヴォワール) 

The attitude of those who love only those who love them and indiscriminately scorn all those who scorn them is rightly seen 
as a weakness. One is rather suspicious that their love and their scorn are only a hollow appearance. 

[On regarde à bon droit comme une faiblesse l’attitude de ceux qui aiment seulement qui les aime et méprisent sans distinction 
tous ceux qui les méprisent; on soupçonne bien que leur amour et leur mépris ne sont qu’une apparence creuse.] 

                                                                                  (Simone de Beauvoir)  
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個々人は死んでいく。即ちそれは有限なる存在だ。それに反し

人類は無限の存在だ。従って物質的事物に私は進歩を承認する。

…しかるに道徳に関する場合はそうでない。各時代における真実

の道徳的な偉大さは、他のどの時代のそれと同等なるものである。

また道徳的な偉大さにおいて、次元の高低は全然存しないものだ

と私は信じる。例えば、現に古代世界の道徳的な偉大さを我々は

少しも凌駕する事が出来ないではないか。  
                             (レオポルト・フォン・ランケ) 

The individual dies; it has a finite existence, whereas humanity has an infinite one. In material matters, I assume there is 
progress . . . .; it is different in the moral realm. I believe that the true moral stature of any one generation is equal to that of 
any other, and that there is no higher degree of moral stature; for instance, we cannot surpass the moral stature of the ancient 
world. 

[Das Individuum stirbt; es hat ein endliches Dasein; die Menschheit dagegen ein unendliches. In materiellen Dingen nehme 
ich einen Fortschritt an . . . .; anders in moralischer Beziehung. Ich glaube, daß in jeder Generation die wirkliche moralische 
Größe der in jeder anderen gleich ist, und daß es in der moralischen Größe gar keine höhere Potenz gibt; wie wir denn z. B. 
die moralische Größe der alten Welt gar nicht übertreffen können.]                            (Leopold von Ranke)  
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3. 編集後記 

激化する米中大国間競争の下で、米国の日常生活はどの様に変わったのであろうか。 
上述したCIGSセミナーに登壇して頂いた日本ロボット学会会長の久保田氏がMIT留学時、Boston郊外のBelmontに住んでおられた事を知った。

筆者も家族でBelmontに住んでいたので、セミナー後の会話で楽しいひと時を過ごした。外交官の小和田恆氏もご家族で住んでおられたのもBelmont。
我々がBelmont に居た当時、米国は benevolent な超大国だった。Cambridge では、日米欧中韓の友人達と楽しい研究生活を過ごしていた。 

今、国際色の強い Harvard に対して米国政府は非常に冷淡だ。こうした急激な変化に驚いている。     以上 
(編集責任者) 栗原 潤 
キヤノングローバル戦略研究所  研究主幹 

Jun KURIHARA 
Research Director, Canon Institute for Global Studies 

〒100-6511  東京都千代田区丸の内 1-5-1 新丸の内ビルディング 11 階 Tel: +81-(0)3-6213-0550 (代) Kurihara.Jun@gmail.com 
過去の Cambridge Gazette はネット上で見ることが出来、ダウンロードも出来ます。ネット上でキヤノングローバル戦略研究所のウェブサイトに行き、そこで栗原のコラム・論文

の欄をクリックして頂ければ、バックナンバー全てを見ることが出来ます。  
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Appendix 1/付属資料 1 
 

Figure 1  Contributions to year-on-year GDP growth in the second quarter of 2026: 
the four largest euro area economies 

(contributions glissement annuel du PIB au deuxième trimestre 2026  
dans les quatre principales économies de la zone euro) 

図 1  EU 主要 4 ヵ国: 第 2 四半期における年率 GDP 成長率前年同期比の寄与度 

 
Source: L'Institut National de la Statistique et des Études Économiques (INSEE), «Vigilance orange sur croissance: Note de conjoncture», 

 Paris, September 10, 2026, p. 8. 

 

Appendix 2/付属資料 2 
 

Figure 2  Real GDP Growth Projections: OECD Economic Outlook (Y-o-Y, %) 
図 2  実質 GDP 成長率: OECD 予測(%) 

 
Source: Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), “OECD Economic Outlook, Interim Report,” Paris, September 23. 
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